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OECD諸国全体で、地方(rural region)は
全地域の約80％を構成しており、人口
の約30％を擁している。これらの土地

とそこに住む人々は、ほぼすべての食糧、
淡水、エネルギー、木材、金属、鉱物、そ
の他我々の生活を成り立たせている資源で
ある。また、これらの地域は我々が自然の
美しさ、野生動物、先住民の文化などに触
れられる場所でもある。根本的に、地方は
あらゆる人々の繁栄と暮らし良さにとって
不可欠な場所である。

しかし、地方に暮らす多くの人々、企業、
共同体にとっては、繁栄は遠く感じられて
いる。グローバル化、デジタル化、人口や
気候の変動、世界金融危機や現在の新型コ

地方の暮らし良さ
ロナウイルス(COVID-19)危機のショックな
どは、地方の共同体の経済情勢に深くかか
わっている。現在ではかつてないほど、勝
者と敗者との距離が広がっている。OECD加
盟28カ国中24か国で、一人当たりのGDPの
地域間不平等は、2008年の金融危機以来拡
大しており、地方、特に大都市から離れた
地域ほど一人当たりのGDPが少ない。 

40年以上前に初めて開発されたOECDの地方
開発枠組みは、地方住民の繁栄と暮らしを
改善しようとする各国の取り組みを導き、
時代の変化に遅れないように、OECDの最新
の考察を反映して進化し続けている。
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Rural Well-being: Geography of 
Opportunities は、その地方開発枠組みの
最新の報告書である。本書では、地方とい
う場所のより広い多様性と総合的な政策ア
プローチの必要性を反映させた新たな分析
を活かして、OECDのこれまでの研究を見直
している。地方の暮らし良さの枠組み(Rural 
Well-being Framework)は、地方と都市の連
続性という考え方を取り入れ、様々な性質
と政策ニーズを持つ地方を、下記の3種類に
分けている。

機能的都市部(functional urban 
areas, FUAs)の中の地方：サービス
が相対的に利用しやすい。より広い
労働市場においてスキルを適合さ
せ、都心部の高まる圧力によっても
たらされる土地利用政策管理が必要
になる。

都市に近い地方：都市と地方の双方
向の接続性と近接性を持つ。都市と
地方の企業をつなぐ短い供給網を構
築する必要があり、人口増加と生活
の質や緑化地域の保護のバランスを
取り、補助的財・サービスの提供を
拡充しなければならない。

遠隔地方：この地域の第一次産業に
大きく依存しており、その成長は絶
対優位と比較優位に左右される。こ
の地域は、輸出市場との接続性を改
善し、比較優位を持つ地域のスキル
ニーズに適合し、基本的サービスを
確保する必要がある。 

これら3種類それぞれの地方をより良く理
解することで、共同行動とより実効的に的
を絞った政策対応が可能になる。また、こ
の新たな枠組みは、分析の範囲を純粋に経
済的なものから暮らし良さの環境的、社
会的側面にまで拡大している。この新しい
アプローチでは、市民の暮らし良さを中心
に据え、地方の多様性を認識している。こ
れは、地方の多様で複雑な社会経済システ
ムをより良く理解できたことで可能になっ
た。 

この枠組みの副題であるGeography of 
Opportunitiesには、地方には課題がある
ものの、特に加速するデジタル化によって
もたらされる機会があることも疑いない、
という本書の中心的な結論が反映されてい
る。本書では、様々なレベルの政府と、政
府、民間部門、市民社会という3つの主要主
体間の調整によって実施される、地域の資
産を活用する良質な地方政策をもって、い
かに地方開発政策が、より繁栄した、相互
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につながりを持った包摂的な地方、より良
い暮らしを提供できる地方をもたらすこと
ができるかを明らかにしている。 
地方の暮らし良さに多角的にアプローチす
ると、分析の範囲が下記の3つの方法で広が
る。

第一に、生産性や所得といった通常の経
済的要素を超えて、分析の枠を暮らしの
環境的、社会的側面にまで広げ、地域の
不平等と地方の開発について総合的に人
間を中心に考えて理解する。

第二に、この枠組みでは、実効性のある
地方政策には、幅広い主体と様々なレ
ベルのガバナンス・メカニズムが関わっ
ていることを認識している。この枠組み
は、関係者とのより良い関わり方、地方
と都市とのパートナーシップの促進方
法、多角的なガバナンスの活用方法につ
いてのツールを政府に提供する。地方の
人々と企業が自分たちのニーズを一番よ
く理解しているということを前提に、そ
うした人々、企業の参加を促進するため
に新たなテクノロジーを利用するよう提
案し、有意義なかかわりの必要性を強調
している。さらに、この枠組みでは、都
市を地方の暮らしを高めるための主要な
パートナーと考え、様々なレベルの政府
の政策当局間で実効的なパートナーシッ
プと協力を行う方法を強調している。

第三に、この枠組みでは、各地域に基づ
くアプローチを通して地方政策を立案
する重要性を強調している。政策立案は
各地域を念頭において行うべきで、各地
域の資産と主要産業、労働力の移動の制
約、その地方を特色あるものにしている
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都市とのつながりなどを考慮に入れる必
要がある。

端的に言うと、地方の幸福度は、地方政策の
一側面から多面的な見方へと移行している。

3つの目標：経済的目標から、社会、環境問
題まで広げる。 

3 種類の地方：単純な地方と都市という二
分法から、地方の多様性を認識した継続的
な見方へと移行する。 

3 種類の関係者： 政府単独から、民間部門
や市民社会との協力へ移行する。

地方の暮らし良さ政策の枠組みは、下記の
指針を提示している。

地方住民の暮らしの改善（経済的、社会
的、環境的側面の全体にわたる）。
	
過疎地の成長力学の理解（市場からの遠
さ、取引ができる部門の役割、絶対的優
位）。

幅広い政策手段の採用（投資、市場の失
敗への対処、社会的イノベーションの支
援）。

公的部門、民間部門、非政府団体に関与
し、様々な人口グループと場所を包摂す
る多角的アプローチの支援。

様々な地方経済のニーズとそれを取り巻
く環境に適合する統合政策の導入。

FUA内から遠隔地まで地方の範囲の理
解。それぞれの地域が様々な政策的機会
と課題を持っている。

官
民

市民社会 

経済
社会
環境

関係者 目標

地方

大都市圏内
都市に近接 

遠隔地
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地方を取り巻く状況の変化  

過
去数十年間、OECD諸国・地域は、そ
の発展の軌跡に影響する構造的変革
に直面しているが、その恩恵は大都

市圏に偏っている。現在ではかつてないほ
ど、勝者と敗者との距離が広がっている。
グローバル化、デジタル化、人口や気候の
変動、世界金融危機や現在の新型コロナウ
イルス危機のショックなどは、地方の共同
体の経済情勢に深くかかわっている。

地方の方が人口問題の圧力を
強く受けている 

2019年には、OECD諸国の人口の30％が
地方に住んでおり、その4分の3は都市と緊
密な関係を持つ地域に居住している。つま
り、地方は都市部と強い相互作用があると

いうことである。地方の遠隔地に暮らすの
は、OECDの人口の8%程度で、OECD加盟7
カ国（ギリシャ、ノルウェー、フィンラン
ド、スウェーデン、カナダ、エストニア、オ
ーストラリア）では、遠隔の過疎地に住んで
いるのは、それぞれの人口の5分の1未満であ
る。過去20年間で、大都市圏の年間人口増加
率は、地方の2倍だった。地方の中でも、遠
隔地の方が、小・中規模都市に近接した地域
よりも人口増加率が高いが、こうした地域で
は、2008年の金融危機以後人口増加率が鈍
化した。それでも、人口問題の圧力は、都市
部よりも地方の方がはるかに強い。例えば、
遠隔地があるOECD諸国の半数（28か国中13
か国）と、小・中規模の都市に近接した地域
がある国々の25％で、これらの種類の地方の
人口が減少していた。
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図 1. OECD諸国全体で、人口減少は都市よりも
地方ではるかに頻繁に起きている 

Note: City refers to 
a Functional Urban Area (FUA). 
Population growth rates 2001-
2019, based on available data 
for 2147 small (TL3) regions.
Source: (OECD, 2019) 
OECD Regional Statistics 
(database), http://dx.doi.
org/10.1787/region-data-en.

都市がある、または近接する
地方

都市がある地方、人口25万人以上 

遠隔地方

都市に近接する地方、人口25万
人未満 
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(TL3)地域に基づいている。
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高齢化も、地方にとっては差し迫った課題
である。労働年齢人口に対する高齢者の割
合が高いほど、サービスへの需要が高まり
税収が減少するため、地域の財政を圧迫す
る。地方では高齢者の人口依存比率（65歳
以上の高齢者の15〜64歳の労働年齢人口に
対する比率）が高い。特に都市に近い地方
で33%と最も高く、他の地方より2ポイン
ト、全地域平均より4ポイント高い。地方、
特に遠隔地方は、過去20年間の高齢者の
人口依存比率の上昇率も最も高くなってい
る。

経済実績という点では、地方経済において
「距離のペナルティ」がかなり大きい可能
性がある。平均すると、1人当たりのGDP
は大都市圏を下回っている。2017年には、
大都市に近接する地方の1人当たりの所得
は、OECD平均を約18ポイント下回ってい
た。小・中規模都市がある、またはそれ
と近接している地域の格差はさらに大き
く、OECD平均を28ポイント下回っているの
に対して、遠隔地方の差は、OECD平均を21
ポイント下回るに止まっている。同様の差
は、生産性と雇用率にも見られる。 

さらに、2008年の金融危機以後その差は広
がっている。例えば、地域の1人当たりの
GDPの上位20%と下位20%の差で測る地域
の不平等は、緊急危機後の期間のデータが
あるOECD加盟28カ国中24カ国で上昇して
いた。不平等が上昇した国々のうち、ギリ
シャとイタリアを除く22カ国におけるこの
変化の原因は、上位の地域における1人当た
りのGDPの上昇にある。 

今回の危機で、経済的ショックに対する地
方の弱さ、特に都市から遠い地域の脆弱性
が明らかになった。こうした地域では2008
年の金融危機の影響がより強く実感され、

多くの人々が現在及び今後のCOVID-19の経
済的影響においても弱い立場に置かれるこ
とになる。金融危機以前には、遠隔地方は
その他の地域より速いペースで成長してい
たが、それは金融危機後に停止した。2008
年以後は、大都市とその周辺地域がその他
の地域よりも危機の影響をうまく乗り切っ
た。同様に、労働生産性も都市に近接する
地域は緩やかに収束し始めたが、遠隔地方
は取り残された形となった。 

経済活動という点では、サービスの重要性
は大都市圏でも地方でも同じように高まっ
ている。2017年には、サービス部門が雇用
に占める割合は、地方では71%、大都市圏
では75%だった。GDPの実績が最も良好だ
った地方は、高付加価値のサービスに特化
しているのに対して、GDPの実績が良くな
い地方は、従来の第一次産業と低付加価値
のサービスから脱却していない。

地方は、特に金融危機後は新規雇用の創
出にも苦慮している。金融危機後の雇用
の伸びにおける地方の寄与度は10%未満
で、20%を超えていた危機前を大幅に下回
っている。雇用が創出されているのは、主
に大都市圏である。

地方は、その資本と資源を結集して、その
経済実績と地方住民の生活の双方を改善す
る必要がある。OECDの研究によると、イノ
ベーション、スキル、デジタル化が、地域
経済の生産性を高め将来に備えられるもの
にするために重要である。テクノロジー、
特にインターネットインフラの進歩は、地
方にとって特に妥当性がある。インターネ
ットの接続性が良好であれば、孤立、高い
輸送・交通費、高コストのサービス提供、
市場からの距離などの主要な課題のいくつ
かが解決される。 
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ほぼ全てのOECD諸国で、地方と都市部と
のブロードバンド・アクセスの格差は減少
しており、平均するとブロードバンドに接
続できる世帯は地方では82%に達し、都
市部の89%をわずかに下回っている程度だ
が、ブロードバンドの質という点では依然
として重大な差がある。30メガバイト毎秒
(Mbps)以上という高速固定ブロードバンド
を利用できる世帯は、地方ではわずか56%
で、都市部の85%を大幅に下回っている。

イノベーションの尺度としての特許活動

図 2. 地方世帯のインターネット・ブロードバンドの質は低い

注：この指標では、地方(rural areas)は下記の人口密度で定義される。EU諸国については、1平方キロの人口密度が100人
未満の地域。カナダについては、1平行キロの人口密度が400人未満の地域。米国については、1平行マイルの人口密度が
1000人未満、または1平行キロの人口密度が386人未満の地域。
出典： OECD (forthcoming) OECD Regions and Cities at a Glance 2020, OECD Publishing, Paris. 

30Mbps以上の高速固定ブロードバンドを利用できる世帯数が
全地域及び各地方カテゴリーの世帯数に占める割合

は、大都市圏と比較して地方では低調であ
る。この低調の原因の一端は、主に地方に
おけるこの指標の測定バイアスにある。し
かし欧州の実証から、地方で暮らす個人
は、現在の職場環境で多くの高付加価値の
活動を行う上で不可欠なデジタルスキルの
レベルという点で、都市で暮らす人々より
も大きく遅れを取っていることがわかる。
社会経済的繁栄、接続性、教育とスキルに
おける地方と都市のデジタル格差に対処す
ることは、地方のイノベーションを高める
ために不可欠である。   
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暮らし良さを前面に押し出す

こ
の地方の暮らし良さ枠組みでは、地
方固有の性質に焦点を当て、デジタ
ル化、人口動態の変化、環境変化と

いう3つの巨大潮流を含む数々の構造的変化
を考察し、こうした変化がいかに様々な種
類の地方に様々な影響を及ぼすと同時に新
しい多様な機会と課題をもたらしているか
を理解しようとしている。

生産の世界的なシフトとサービス産業の
台頭により、新興諸国との競争が激化し
ている。これは特に、経済基盤の多様性
が低く、製造業と貿易財への依存度が高
い地方にとって課題である。

暮らし良さという課題は、政策当局にと
って優先度が高まっている。人々のより

高い生活水準と不平等の削減への要求は
高まっているため、地方政策を、従来の
地方政策枠組みから脱して、デジタル化
や有能な人材の育成と誘致などの問題に
的を絞ることで調整する必要がある。

グローバル化とインフラの改善により、
地方と都市とのつながりの妥当性が高ま
っている。都市に近接する地方は、都市
の労働力に参入することができ、より遠
隔地の労働者はオンラインで参入するこ
とができる。こうした変化の恩恵を最大
限享受し、地方と都市双方にとってウィ
ン・ウィンとなるシナリオを描くには、
異なる国々の間の政策をより協調的で統
合されたものにする必要がある。 
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テクノロジーとデジタル化というイノベ
ーションは急速に進んでおり、こうした
変化に対応しそれを人々と環境に便益を
もたらすものにする活力ある政策対応が
求められている。地方が適切なインフラ
（ブロードバンド）、能力（デジタルス
キル）、資源（お金）を持たなければ、
こうしたイノベーションの便益を容易に
見落としてしまう。しかし、もし正しい
方法が開拓できれば、デジタル化によっ
て新しい雇用、新たなサービス提供の方
法、人と財の新たな移動方法が創出さ
れ、地方経済が強化されその魅力が高ま
ることになる。 

人口動態の変化に対応するには、確実な
労働力、良質なサービス、地方の魅力を
維持するための持続可能な解決策をもた
らす新たな政策目標が必要である。その
ためには、高齢化、人口減少、若い労働
力の誘致と維持を念頭に置いた計画立案
が必要である。人口動態の変化に適応す
るために、地方はあらゆる年齢の人々の
ために活気ある共同体文化と、高齢者を
地域経済に統合するメカニズムを支援す
るべきである。高齢者の孤立や移民の社

会統合に対処する社会的イノベーション
は、社会問題への解決策を見出すと同時
に暮らし良さを拡充するための重要なツ
ールになり得る。 

気候変動と気候中立的な経済への移行に
は、地方政策に気候目標と地方の資産（
土地、生物多様性など）の保護を盛り込
む必要がある。地方社会は、再生可能エ
ネルギープロジェクトの開発やバイオ経
済、循環型経済などを通して成長と暮ら
し良さの機会をもたらすことができる。

地方の暮らし良さ枠組みの多角的アプローチ
は、政府にこれらの構造的変化のメリットを活
かし地方の成長可能性を引き出すと共に、市民
の暮らし良さを政策目標の前面に押し出すため
の指針を提供している。
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巨 大 潮 流

人口問題 環境問題 技術的変化 グローバル化

課題機会

人口高齢化と減少

公的サービスの提
供コストが高い

地域経済の変革
 
地方の資産（土
地、生物多様性な
ど）の評価

自動化対策として
の労働力のスキ
ル向上

地方の低質なブロ
ードバンド

新興諸国との競
争激化

グローバルバリ
ューチェーン内
で上位に移行する
必要性

高齢者の経済へ
の包摂

人口減少対策と
しての移民の社
会統合

再生可能エネルギ
ーと循環型経済
の利点

生物多様性の活用

新たな雇用とサー
ビスと交通の新た
な手段

地方の魅力の向上

海外投資への開
放性

中小企業の国際的
なつながり



© OECD 2020 � 13

Policy Highlights

この枠組みでは、様々な種類の地方に対し
ていくつかの経済、社会、環境政策提言を
収録している。その究極の目標は地方の暮
らし良さの改善である。 

1. 経済政策提言 − 生産性と競争力の拡充方
法：

スマート分業戦略の深化と、取引可能な
活動におけるイノベーションの促進。

都市部、国全体、海外市場とのネットワ
ークを強化して中小企業の成長を支援し
つつ、こうした企業が成長、グローバル
化するのを助けるための育成訓練を実施
する。

地方企業が従来型の資金源と革新的なそ
れを利用しやすくする。

地域経済のための競争規制を行い、地域
の（金銭的と非金銭的）便益共有政策を
促進することで、地方においてより多く
の価値を維持する。 

公共機関、地元企業、市民社会の協力を
強化し、教育・訓練プログラムを地方企
業の現在と将来のニーズに沿うものにす
る。

2. 社会政策提言 − 人口の高齢化と減少への
対応：

特に妊産婦の健康、育児、移民の社会統
合に関わる電子サービスの開発におい
て、デジタルツールとスキルの質と利用
可能性を拡充する。 

テクノロジーを用いて危機対応能力のあ
るサービスを設計し、経済の範囲と規模
を広げる。 

地方の若者に、例えばリーダーシップに
ついてといったように、的を絞ったメン
タリングを提供する。 

高齢者支援のための「シルバー」サービ
ス（例えば、利用しやすい医療や交通
手段など）を開発すると同時に、高齢者
が地方社会に貢献し続ける方法も提供す
る。

社会的課題（例えば高齢者の孤立）に的を
絞った社会的イノベーションを支援する。

地方の魅力と定住率を高めるために、生活
コストの低さと自然に囲まれていることな
どのメリットを強調することにより、若者
や高技能の人材、新規参入者の地方生活を
支援するために、的を絞った移住プログラ
ムを開発し、コミュニケーションを改善す
る。 

3. 環境政策提言−低炭素経済への移行：

地方経済に便益をもたらしうる再生可能
エネルギー開発を促進すると共に、炭素
集約度が高い産業部門と協力して新たな
機会を開拓し低炭素経済への移行を支援
する。

水と大気の浄化、有害生物防除、炭素隔
離など、生態系サービスから得られる価
値を考慮、創出する方法を特定する。 
循環型バイオ経済の一環として、持続可
能な土地利用を促進する。

炭素排出量を削減する交通の代替手段や技
術的なイノベーションと共にインフラ開発
に焦点を当てて、地方住民の交通手段を再
考する。
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地方の暮らし良さ政策枠組みの
実施

外的ショックからの回復には、実効的な多
角的ガバナンスと関係者の関与が必要であ
る。

地方に暮らし良さを効果的にもたらすため
には、地方開発に従事する従来の省庁（例
えば農業省）と発展を実現させるその他の
省庁（イノベーション、サービス）が横断
的に協調しなければならない。その中に
は、地方のニーズを考慮に入れることを保
証するために政策全般にわたって地方の問
題を主流に置くことが含まれる。地方対策
は確かに必要だが、それだけでは効率的な
調整ににとって十分とは言えない。政府は
また、地方の発展という一つの目標に向け

経
済、社会、環境という地方の暮ら
し良さに関する政策枠組みの3つの
政策目標を達成するには、様々な政

府レベル、人々、企業を有効に関与させる
実施メカニズムが必要である。グローバル
化が進み、地方とその他の地域との格差が
広がっているため、地方社会はそのニーズ
を国の政策策定に統合するよう求めるよう
になっている。

縦割りの行政または経済部門に的を絞った
政策介入では、相乗効果を生み出したり、
地方や国の幅広い政策目標を満たしたりす
る機会を逃してしまう。2008年の世界金
融危機や2020年のCOVID-19危機のような
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て異なる政策と産業分野別戦略の間を補完
する必要もある（例えば、土地利用の区画
変更には、交通計画とインフラ改善の調整
が必要である）。

地方政策の実施をうまく調整するためのそ
の他の重要な側面には、次のものがある。

ほとんどのOECD諸国が地方の多様性
を認識した政策策定のために地方を定
義していることに鑑みて、機能的地理
(functional geographies)に政策とガバ
ナンスを適用することで介入の正しい規
模を明らかにする。

政策調整において明確なリーダーシップ
の役割を設定して、地方の問題を国の地
方政策により良く統合し、相乗効果を生
み、地方の発展という概念を国レベルに
昇華させる。 

地方と都市の政府間パートナーシップを
促進し、公的サービス提供だけでなく経
済的、人的、環境的つながりを含む機能
的連携の便益を享受する。

制度及び財政の側面を含む中央、地方、
自治体の政府間の垂直方向の調整を改善
する。多くのOECD諸国で、調整の第一
歩は国の開発計画の発展である。その他
のツールには、あらゆる政府レベルの代
表者が意見交換を行う国のプラットフォ
ームまたは地方のフォーラムがある。

持続可能性と地方政策に対する地域の当事
者意識を確保するために、各国政府は様々
な関係者の関与と「ボトムアップ」のアプ
ローチをより良く実施する必要がある。新
たなテクノロジー、財政再建の取り組み、
社会・政治的変化、信頼度の低下、そして

新型コロナウイルス危機などにより、政府
に透明性、説明責任、「提供者の役割」か
ら市民及び民間部門との「パートナー関
係」へと移行することを求める声が高まっ
ている。

地域の関係者を政策策定と実施に関わらせ
るには、地方ごとに異なる開発のビジョン
を持っていることを認識し、地域の関係者
と協調して戦略を採用する必要がある。そ
の中には、共同体主導のイニシアチブ支援
や、地方のリーダーシップを強化して地域
の共同体を多重ガバナンスプロセスのパー
トナーとして取り込む能力の構築が含まれ
る。

国と地方は、地域の関係者との関与にお
いてそれぞれ異なるアプローチを採って
おり、基本的なコミュニケーションか
ら、完全な協働による政策立案と実施ま
で、多岐にわたっている。その戦略に
は、以下のようなものがある。

市民とのかかわり： 参加型予算編
成、協働による社会的サービス提
供、フォーラムまたは政策サミッ
ト。 

民間部門とのかかわり：官民パート
ナーシップと対話のためのプラット
フォーム。 

教育機関とのかかわり：地域計画に
おける協働、公務員のスキル支援プ
ログラム、地域のイノベーション戦
略支援。
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地方政策に関する水平方向の調整を改善するために、OECD諸国は何をしているのか。
2018〜2019年の地方政策に関するOECD制度調査からは、OECD諸国が地方政策に関して
どのように調整を改善しリーダーシップを設定しているかが概観できる。 

部門間のバイアスや縦割りの政策策定を乗り越えるために、調査に参加したOECD諸
国の85％が地方開発政策を策定するための省庁横断的な委員会を、諮問委員会、プ
ラットフォーム、ネットワーク、代表者委員会などの形で設けている。

OECD諸国では地方開発に携わる省庁が一つ以上ある場合が多いが、ほとんどの場
合、地方政策をリードする省庁は農業担当である（調査に参加した国の62％）。し
かし、一部の国々（38％）では、地方政策をリードする省庁または担当機関は農業
に直接携わっておらず、地域開発、ビジネス、イノベーションなど幅広いトピックを
扱っている。（図3）

いくつかのOECD諸国では、地方全体で制度化された自治体間調整機関、または自主
的協力メカニズムを通して、自治体間の協力関係を強化している。また、自治体間の
開発機関を設置し、自治体政府が地域のビジネス環境や暮らし良さを改善するのを支
援している（フィンランド）。

地方政策に関する水平方向の調整を改善する
ために、OECD諸国は何をしているのか

図 3. 地方開発を担当する省庁、団体
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Mainly refers to agriculture Other names without agriculture or regional
development

 Rural/regional affairs and/or
regional/territorial development

注：その他は下記の通り：Ministry of Industry, Business and Financial Affairs（デンマーク）, Ministry of Local Government 
and Modernisation（ノルウェー）, State Secretariat for Economic Affairs（スイス）, Ministry of Enterprise and Innovation（
スウェーデン）, Ministry of Transport and Local Government（アイスランド）, Federal Ministry for Sustainability and 
Tourism（オーストリア）, Presidency of Strategy and Budget（トルコ）出典：2018〜19年のOECD制度調査。「地方開発担当
省庁とその他調整機関は何ですか」という質問に対して、回答者最も重要と回答した機関。

主に農業担当 農業、地域開発以外の名称 地方問題及び地域開発担当
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地方の未来

魅力が高まる可能性がある。また、技術の
進歩はサービスの質と利用性を向上させ、
政治参加、地方の労働市場を広げ、地方の
カーボン・ニュートラル（訳注：CO2排出
量と吸収量がプラスマイナスゼロの状態）
な経済への移行を助けることができる。

イノベーションとテクノロジーの変化は、
地方が市場からの距離、高い交通費、必要
な人数の不足といった課題を克服し、危機
対応能力を高め、低炭素経済への移行を加
速するための新たな解決策をもたらすこと
ができる。 

地
方の暮らし良さ枠組みは、先見の明
を持ち、テクノロジーを受け入れる
必要があることを強調している。そ

うすることで、地方は技術の変化によって
もたらされる機会を活かし、持続可能な開
発目標(SDGs)の達成や気候変動への取り組
みなど、世界的な課題に貢献できる。 

デジタル化、人口動態の変化、気候変動と
いった巨大潮流は、地方の共同体に新たな
課題と機会をもたらしている。デジタル化
は、人とモノの移動コストを減らすため、
労働者と企業の所在地が重要ではなくなっ
ている。こうした変化により、地方という
環境の国際競争力と人々や企業にとっての
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しかし、前向きな政策アプローチがなけれ
ば、技術の変化は地方にマイナス影響を与
え、都市と地方の所得格差が拡大する可能
性がある。地方は、仕事の自動化リスクが
比較的高く、産業の多様性に欠け、高技能
労働者が流出するという問題を抱えてい
る。地方社会と企業がデジタル時代の便益
を充分に獲得できるように、政府は下記の
取り組みを行う必要がある。

あらゆる種類の地方共同体で、良質なブ
ロードバンドを利用できるようにする。
地方のブロードバンドの利用性とスピー
ドを改善することは、政府の投資を増や
し、デジタルネットワークの普及を支援
する政策枠組み、地方で高速ネットワー
クに資金を割り当て普及させるためのボ
トムアップ・モデルを推進することで可
能になる。 

インフラ（例えば、電気通信インフラ、
道路など）を強化する。デジタル時代で
あっても、強いインフラが良質なICTサ
ービス提供には必要である。

労働力のスキル向上と、将来に備えたス
キルを獲得させる。その中には、デジ
タルスキルの訓練への投資、雇用よりも
スキルに焦点を当てたキャリアパスの形
成、労働者のニーズに合致した訓練オプ
ションを提供するための教育者と雇用主
との調整がなど含まれる。

共同体が将来の変化に備えられるよう
に、先見性のある政策と規制を開発す
る。その中には、地域の共同体との先見
の明を持った計画立案、（労働者のスキ
ルや人口動態に関する）情報システムの
改善、実現技術の試験的導入などが含ま
れる。

地方のイノベーションへの理解。地方のイ
ノベーションは、市場や政策の失敗を乗り
越えようとする適応可能な措置から生まれ
る場合が多い。地方の起業家は、実地学習
のような、比較的小さい変化の集積によっ
て革新的な製品や工程を生み出すことが多
い。

先見性のある地方政策は、気候変動、貧困
削減、男女平等といった世界的課題とSDGs
にも適合する必要がある。SDGsの達成に
は、地域レベルの参加が必要で、政府が
SDGターゲットの達成に直接的に責任を持
つところである。地方は、世界の生物多様
性、天然資源、食料、原料物質などを提供
しているため、こうした世界的な目標の達
成に不可欠である。イノベーションを活性
化させ、地域共同体と協力することで、地
方は世界的な貧困削減やカーボン・ニュー
トラルな経済への移行に寄与することがで
きる。
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OECDは、世界各国政府が集まり経済、社会、環境などのグローバルな課
題に取り組む他に類を見ないフォーラムです。また、OECDは、コーポレ
ートガバナンス、情報経済、人口高齢化問題などの新たな傾向と懸念を理
解し、政府の対応を手助けする役割も担っています。OECDは、各国政府
がその政策経験を比較し、共通の問題への答えを模索し、グッドプラクテ
ィスを見出し、国内外の政策を調整することができる場も提供していま
す。

OECDについて

Centre for Entrepreneurship, SMEs, 
Regions and Citiesについて

起業・中小企業・地域センターは、地方政府、中央政府が起業家や中小企
業の可能性を引き出し、包摂的で持続可能な地域と都市を促進し、地域の
雇用創出を後押しして健全な観光政策を実施できるよう支援しています。

この政策ハイライトについて

この冊子は、Rural Well-Being: Geography of OpportunitiesのHighlight
を再構成したもので、地方における暮らし良さを追求するためのロード
マップを提供しています。OECDの地域・地方政策について、詳しくは
下記ウェブサイトをご覧ください。www.oecd.org/cfe/
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